
 - 126 -

出 納 長 室 

 

第１ 審 査 の 概 要 

  １  審査の対象 

  （１）一般会計 

  （２）財  産 

 

  ２  実地審査場所 

      出 納 長 室 

 

  ３  審査の手続 

 知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書についての審査を行うに当たり、出納長室執行分について決算計数及び執行状

況の確認・分析を行い、併せて、関係諸帳簿及び証拠書類との照合その他必要と認める審査手続

を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

  審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書のうち、出納長室所管の計数は、それぞれの関係諸帳簿及び証拠書類と

照合した結果、誤りのないものと認められる。 

 

第３  決 算 の 概 要 

  １  歳入歳出決算の状況 

  （１）一般会計  

    ア 歳 入                           （単位：千円、％） 

  科 目（款）  予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

使用料及手数料                10                  0  △           9 0 

財 産 収 入 1,342,880            952,672 △     390,207 70.9 

諸  収  入            24,000 100,398 76,398 418.3 

計 1,366,890 1,053,071 △     313,818 77.0 

 

  歳入は、第７款使用料及手数料ほか２款であり、予算現額１３億６，６８９万円、収入済額

１０億５，３０７万余円、比較減額３億１，３８１万余円、収入率７７．０％である。 

 歳入の主な内容は、財産収入（収入済額９億５，２６７万余円）の財政調整基金等の運用に

より生じた預金利子等、諸収入（収入済額１億３９万余円）の歳計現金等の預金利子等である。 
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     イ  歳 出                             （単位：千円、％） 

 科目（款） 予 算 現 額  支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

 総 務 費 4,785,267 4,165,883 0 619,383 87.1 

 公 債 費           10,000              934 0 9,065 9.3 

計 4,795,267        4,166,817 0 628,449 86.9 

 

    歳出は、第２款総務費及び第１７款公債費の２款で２項４目に区分し執行しており、予算現

   額４７億９，５２６万余円、支出済額４１億６，６８１万余円、不用額６億２，８４４万余円、

   執行率８６．９％である。 

       主な執行内容は、 

      ・職員の給与等 

             （項）会計管理費  （目）管理費       ２７億５，２６３万余円 

      ・収納及び支払手数料 

             （項）会計管理費  （目）公金取扱費     ４億６，０８９万余円 

      ・財政調整基金等への積立金 

             （項）会計管理費  （目）積立金        ９億５，２３４万余円 

      である。 

     

  ２  財産の管理状況 

      ア 財 産 

    区   分 平成１４年度末現在高 平成１３年度末現在高    増（△）減 

１ 物  品 

２  基  金 

         ２ 点 

      200,000,000 円 

             ２ 点 

     200,000,000 円 

            ０ 点 

             0 円 

 

         出納長室で所管している財産は上表のとおりである。 
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東 京 消 防 庁 

 

第１ 審 査 の 概 要 

  １  審査の対象 

  （１）一般会計 

  （２）財  産 

 

  ２  実地審査場所 

      東 京消防庁 

 

  ３  審査の手続 

      知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

  財産に関する調書についての審査を行うに当たり、東京消防庁執行分について決算計数及び執行

  状況の確認・分析を行い、併せて、関係諸帳簿及び証拠書類との照合その他必要と認める審査手

  続を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

      審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

  書及び財産に関する調書のうち、東京消防庁所管の計数は、それぞれの関係諸帳簿及び証拠書類

  と照合した結果、誤りのないものと認められる。 

 

第３  決算の概要 

  １  歳入歳出決算の状況 

  （１）一般会計 

    ア 歳 入                                                     （単位：千円、％） 

    科  目 （款）  予  算  現  額  収  入  済  額 比較増(△)減額 収 入 率 

使 用 料 及 手 数 料         351,814  308,014  △     43,799     87.6 

国   庫  支  出   金         870,599        826,881  △     43,718  95.0 

財   産   収   入         439,465        497,358  57,893     113.2 

諸   収    入      45,779,235     45,824,722         45,487     100.1 

          計      47,441,113     47,456,975         15,862     100.0 

 

       歳入は第７款使用料及手数料ほか３款であり、予算現額４７４億４，１１１万余円、収入済

   額４７４億５，６９７万余円、比較増額１，５８６万余円、収入率１００．０％である。 
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        歳入の主な内容は、使用料及手数料（収入済額３億８０１万余円）の危険物取扱者保安講習・

消防設備士講習等手数料、国庫支出金（収入済額８億２，６８８万余円）の災害救急情報セン

ター運営費補助等の国庫補助金、財産収入（収入済額４億９，７３５万余円）の職員住宅の使

用料等、諸収入（収入済額４５８億２，４７２万余円）の多摩地区の市町村からの消防事務受

託収入等である。 

 

     イ  歳 出                                                  （単位：千円、％） 

科 目 (款）  予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

消  防   費  244,549,841  241,822,571        0  2,727,269      98.9 

 

        歳出は、第１６款消防費で５項１７目に区分し執行しており、予算現額２，４４５億４，９

８４万余円、支出済額２，４１８億２，２５７万余円、不用額２７億２，７２６万余円、執行

率９８．９％である。 

        主な執行内容は、 

      ・職員費及び管理事務等に要したもの 

              （項）消防管理費 （目）管理費   １，９４４億５，２３７万余円 

   ・消防車両、通信施設等の維持管理及び整備に要したもの 

              （項）消防活動費  （目）装備費     １２２億４，７６２万余円 

      ・消防署等の庁舎建設等に要したもの       

              （項）建設費   （目）庁舎建設費   ４２億６，９５１万余円 

      ・防火水槽の整備等に要したもの                 

              （項）建設費   （目）消防水利費   １９億５，９４８万余円 

      である。 
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  ２  財産の管理状況 

      ア 財 産 

    区   分 平成１４年度末現在高 平成１３年度末現在高    増（△）減 

１ 公有財産 

      土     地 

      建     物 

      動産（船   舶） 

          （浮桟橋） 

         （航空機） 

      物権（地役権） 

   無体財産権 

 

 

 

      出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

      462,664.96 ｍ２ 

       625,788.30 ｍ２ 

  ４隻(230.00総トン) 

              ５ 個 

              ６ 機 

           19.93 ｍ２ 

特許権      １５ 件 

著作権      ２２ 件 

実用新案権   ３ 件 

その他準ずる権利 １９ 件 

     184,000,000 円 

    １０，５０９ 点 

     253,794,072 円 

     462,700.98 ｍ２ 

     620,484.71 ｍ２ 

  ４隻(230.00総トン) 

            ５ 個 

             ６ 機 

          19.93 ｍ２ 

特許権     １５ 件 

著作権     ２２ 件 

実用新案権  ６ 件 

その他準ずる権利 ２０ 件 

    184,000,000 円 

   １０，０６１ 点 

    241,409,032 円 

 △   36.02 ｍ２ 

     5,303.59 ｍ２ 

      ０ 隻 

          ０ 個 

            ０ 機 

            ０ ｍ２ 

            ０ 件 

            ０ 件 

△     ３ 件 

△     １ 件 

            ０ 円 

       ４４８ 点 

   12,385,040 円 

 

         消防庁で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

       ・土地の減少は、出張所用地（大塚１２９．３９ｍ２ 、石神井公園１６５．０３ｍ２ 、落合９

３．４３ｍ２)の財務局及び建設局への所管換えと白鬚出張所用地（３００ｍ２）の財務局から

の所管換えによるもの 

     ・建物の増加は、消防署（小石川１，１３３．８６ｍ２ 、大森１，７４９．５１ｍ２ )、待機寮

（芝大門８１７．２６ｍ２、天沼第１寮６５０．３６ｍ２、千歳台６８９．２８ｍ２）の、東京

都職員共済組合への賃貸借料の完済により無償譲渡を受けたことによるもの 

       ・債権の増加は、民間住宅の借上げ（職員住宅、幹部待機宿舎用）に伴う敷金（１，２４３万

余円）によるもの 

      である。 
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教   育   庁 

 

第１ 審 査 の 概 要 

  １  審査の対象          

  （１）一般会計 

  （２）財  産 

 

 ２ 実地審査場所 

      教 育 庁 

 

  ３ 審査の手続 

      知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

  財産に関する調書についての審査を行うに当たり、教育庁執行分について決算計数及び執行状況

  の確認・分析を行い、併せて、関係諸帳簿及び証拠書類との照合その他必要と認める審査手続を

  実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

      審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

  書及び財産に関する調書のうち、教育庁所管の計数は、それぞれの関係諸帳簿及び証拠書類と照

  合した結果、誤りのないものと認められる。 

 

第３ 決 算 の 概 要 

  １  歳入歳出決算の状況 

  （１）一般会計 

     ア 歳 入                                                （単位：千円、％） 

科  目（款）   予 算 現 額   収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

使用料及手数料    15,886,360    14,500,723 △  1,385,636       91.3 

国 庫 支 出 金   209,391,499   203,941,276 △  5,450,222      97.4 

財 産 収 入       285,184       223,201 △     61,982       78.3 

諸 収 入     2,524,926     2,689,014 164,088      106.5 

計   228,087,969   221,354,215 △  6,733,753     97.0 

 

       歳入は、第７款使用料及手数料ほか３款であり、予算現額２，２８０億８，７９６万余円、

   収入済額２，２１３億５，４２１万余円、比較減額６７億３，３７５万余円、収入率９７．０％

   である。 
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       歳入の主な内容は、使用料及手数料（収入済額１４５億７２万余円）の都立学校授業料、国

庫支出金（収入済額２，０３９億４，１２７万余円）の義務教育教職員給与費国庫負担金、財

産収入（収入済額２億２，３２０万余円）の教職員住宅使用料、諸収入（収入済額２６億８，

９０１万余円）の臨時職員厚生年金保険料及び健康保険料等納付金である。 

       なお、第７款使用料及手数料（項：使用料）において、不納欠損額（４８万余円）及び収入

未済額（１億１，４７５万余円）が、同款（項：手数料）において、収入未済額（６万余円）

が、第９款財産収入（項：財産運用収入）において、収入未済額（１万余円）が、第１２款諸

収入（項：雑入）において、不納欠損額（２７万余円）及び収入未済額（５，５４０万余円）

が生じている。 

 

     イ 歳 出                            （単位：千円、％） 

 科 目（款）   予 算 現 額 支 出 済 額  翌年度繰越額 不  用  額  執行率 

教  育  費   792,812,945 780,756,196            0 12,056,748     98.5 

諸 支 出 金         934           932            0 1     99.8 

計 792,813,879   780,757,128 0  12,056,750     98.5 

 

        歳出は、第１３款教育費及び第１８款諸支出金の２款で１１項３７目に区分し執行しており、

   予算現額７，９２８億１，３８７万余円、支出済額７，８０７億５，７１２万余円、不用額１

   ２０億５，６７５万余円、執行率９８．５％である。 

        主な執行内容は、                                                                    

    ・職員費及び管理事務等に要したもの  

          （項）教育管理費  （目）管理費         １９６億９，１７３万余円 

      ・区市町村立小学校の教職員費等に要したもの  

              （項）小中学校費  （目）小学校管理費    ２，９８７億７，１８２万余円 

      ・区市町村立中学校の教職員費等に要したもの 

                    （項）小中学校費  （目）中学校管理費  １，５９７億９，７７２万余円 

    ・都立高等学校の管理運営費及び教職員費等に要したもの 

           （項）高等学校費  （目）管理費         １，４８０億５，０５６万余円 

      ・盲・ろう・養護学校の管理運営費及び教職員費等に要したもの 

                    （項）盲ろう養護学校費 （目）管理費          ５５９億８，７１４万余円 

      ・老朽校舎改築等の都立学校施設整備 

            （項）施設整備費  （目）都立学校整備費      １９０億６，２０５万余円 

    である。 
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  ２  財産の管理状況 

      ア 財 産                                                       

      区   分 平成１４年度末現在高 平成１３年度末現在高    増（△）減 

  1  公有財産 

      土     地 

      建     物 

      山林（面 積） 

（立 木） 

   動産（船 舶） 

         （浮 標） 

   物権（地上権） 

     無体財産権 

      出資による権利 

２ 物  品 

    7,751,246.15 ｍ２ 

    3,854,076.53 ｍ２ 

    811,332.17 ｍ２ 

      8,581.14 ｍ3 

１隻 (497.00総トン） 

              １ 個 

      273,761.97 ｍ２ 

著作権   ４９件 

     189,000,000 円 

       ８，８７１点 

    7,815,266.42 ｍ２ 

    4,004,694.73 ｍ２ 

  811,332.17 ｍ２ 

    8,581.14 ｍ3 

１隻 (497.00総トン）

              １ 個 

      273,761.97 ｍ２ 

著作権  ４６ 件 

     189,000,000 円 

      ９，６０６ 点 

 △  64,020.27 ｍ２ 

 △  150,618.20 ｍ２ 

            ０ ｍ２ 

         ０ ｍ3 

             ０ 隻 

        ０ 個 

             ０ ｍ２ 

３ 件 

          ０ 円 

 △     ７３５ 点 

         （注）土地及び地上権の面積には、山林の面積が含まれている。 

 

    教育庁で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

   ・土地の減少は、主に、東京芸術劇場の敷地１万３，２９０．４４ｍ２ ほか２施設の生活文化局

への所管換え及び旧八王子青年の家の敷地１万７，０４４．５８ｍ２ほか５施設の財務局への

引継ぎによる減があったことなどによるもの 

   ・建物の減少は、主に、町田工業高等学校１万７，６０９．４５ｍ２ほか５校の校舎等の新築に

よる増があったものの、羽田工業高等学校１万５，０９８．３０ｍ２ほか４校の校舎等の取壊

しによる減及び東京芸術劇場４万９，７７８．６０ｍ２ほか４施設の生活文化局への所管換え

による減があったことなどによるもの 

 である。 
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選挙管理委員会事務局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

  １  審査の対象 

  （１）一般会計 

  （２）財  産 

 

  ２  実地審査場所 

      選挙管理委員会事務局 

 

  ３  審査の手続 

      知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書についての審査を行うに当たり、選挙管理委員会事務局執行分について決算計

数及び執行状況の確認・分析を行い、併せて、関係諸帳簿及び証拠書類との照合その他必要と認

める審査手続を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

      審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

  書及び財産に関する調書のうち、選挙管理委員会事務局所管の計数は、それぞれの関係諸帳簿及

  び証拠書類と照合した結果、誤りのないものと認められる。 

 

第３  決算の概要 

  １  歳入歳出決算の状況 

  （１）一般会計      

ア  歳 入                            （単 位 : 千円、％ ） 

科  目（款）  予  算  現  額   収  入  済  額  比較増（△）減額 収 入 率 

使 用 料 及 手 数 料             1            82 81     － 

国 庫 支 出 金        33,305       35,092           1,787    105.4 

諸 収 入             0            78 78      － 

計        33,306        35,254 1,948   105.8 

                                                                                         

  歳入は第７款使用料及手数料ほか２款であり、予算現額３,３３０万余円、収入済額３，５２

５万余円、比較増額１９４万余円、収入率１０５．８％である。 

 歳入の主な内容は、国庫支出金（収入済額３，５０９万余円）の明るい選挙推進に要する経
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費の補助金である。 

      

イ  歳 出                                                  （単 位 : 千円、％ ） 

 科  目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額  不 用 額 執 行 率 

 総   務   費     2,354,497     2,157,999             0 196,497 91.7 

     

  歳出は、第２款総務費で１項５目に区分し執行しており、予算現額２３億５，４４９万余円、

支出済額２１億５,７９９万余円、不用額１億９，６４９万余円、執行率９１．７％である。 

  主な執行内容は、 

・都知事選挙に要した経費 

     （項）選挙費     （目）都知事選挙費        １７億７，５８７万余円 

である。 

 

  ２  財産の管理状況 

      ア 財 産 

    区   分 平成１４年度末現在高 平成１３年度末現在高     増（△）減  

１ 物  品           ０ 点         １ 点   △     １ 点 

 

選挙管理委員会事務局で所管している財産は上表のとおりであり、 

・物品の減少は、電算処理装置を廃棄したことによるものである。 
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人事委員会事務局 

                            

第１ 審 査 の 概 要 

  １  審査の対象 

  （１）一般会計 

 

  ２  実地審査場所 

      人事委員会事務局 

 

  ３  審査の手続 

      知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

  財産に関する調書についての審査を行うに当たり、人事委員会事務局執行分について決算計数及

  び執行状況の確認・分析を行い、併せて、関係諸帳簿及び証拠書類との照合その他必要と認める

  審査手続を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

      審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

  書及び財産に関する調書のうち、人事委員会事務局所管の計数は、それぞれの関係諸帳簿及び証

  拠書類と照合した結果、誤りのないものと認められる。 

 

第３  決 算 の 概 要 

  １  歳入歳出決算の状況 

  （１）一般会計 

    ア 歳 入                          （単 位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額  比較増(△)減額  収 入 率 

使用料及手数料            1           1  0      100 

諸 収 入           0           94           94      － 

計              1           96        95      － 

 

      歳入は、第７款使用料及手数料及び第１２款諸収入の２款であり、予算現額１，０００円、

   収入済額９万余円、比較増額９万余円である。 
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     イ  歳 出                           （単 位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額  執 行 率 

総 務 費      913,930     844,790         0      69,139     92.4 

 

        歳出は、第２款総務費で１項２目に区分し執行しており、予算現額９億１，３９３万円、支

   出済額８億４，４７９万余円、不用額６，９１３万余円、執行率９２．４％である。 

        主な執行内容は、 

      ・職員費及び各種試験実施等に要したもの 

            （項）人事委員会費    （目）管理費            ８億２，７０２万余円 

    である。 
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監 査 事 務 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

  １  審査の対象 

  （１）一般会計 

 

  ２  実地審査場所 

      監 査事務局 

 

  ３  審査の手続 

      知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

  財産に関する調書についての審査を行うに当たり、監査事務局執行分について決算計数及び執行

  状況の確認・分析を行い、併せて、関係諸帳簿及び証拠書類との照合その他必要と認める審査手

  続を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

      審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

  書及び財産に関する調書のうち、監査事務局所管の計数は、それぞれの関係諸帳簿及び証拠書類

  と照合した結果、誤りのないものと認められる。 

       

第３  決 算 の 概 要 

  １  歳入歳出決算の状況 

  （１）一般会計 

   ア 歳 入                                                       (単位：千円、％) 

科  目（款）  予  算  現  額  収  入  済  額 比較増（△）減額 収 入 率 

使 用 料 及 手 数 料             5            21             16 420 

諸 収 入             0            22             22        － 

計             5            44             39 880 

 

    歳入は、第７款使用料及手数料及び第１２款諸収入の２款であり、予算現額５，０００円、

   収入済額４万余円、比較増額３万余円である。 
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   イ  歳 出                                                        (単位：千円、％) 

科  目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

総  務  費     1,070,224     1,027,072             0 43,151 96.0 

 

        歳出は、第２款総務費で１項２目に区分し執行しており、予算現額１０億７，０２２万余円、

支出済額１０億２，７０７万余円、不用額４，３１５万余円、執行率９６．０％である。 

        主な執行内容は、 

      ・監査事務局職員の給料、諸手当及び局の管理事務に要したもの 

                （項）監査委員費  （目）管理費       ９億９，５１４万余円 

      である。 
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警   視   庁 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

 （１）一般会計 

 （２）財  産 

 

 ２  実地審査場所 

      警 視 庁 

 

 ３ 審査の手続 

      知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

  財産に関する調書についての審査を行うに当たり、警視庁執行分について決算計数及び執行状況

  の確認・分析を行い、併せて、関係諸帳簿及び証拠書類との照合その他必要と認める審査手続を

  実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

   審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

  書及び財産に関する調書のうち、警視庁所管の計数は、それぞれの関係諸帳簿及び証拠書類と照

  合した結果、誤りのないものと認められる。 

 

第３  決 算 概 要 

  １  歳入歳出決算の状況 

  （１）一般会計              

      ア  歳 入                             （単 位 : 千円、％ ） 

科  目（款）  予  算  現  額   収  入  済  額  比較増（△）減額 収 入 率 

使 用 料 及 手 数 料    21,049,377    18,535,205 △  2,514,171     88.1 

国 庫 支 出 金    10,642,955     6,053,792  △  4,589,163       56.9 

財 産 収 入     1,267,145     1,313,159 46,014    103.6 

諸 収 入     4,474,496     4,451,232 △    23,263       99.5 

計    37,433,973    30,353,389 △  7,080,583       81.1 

                                                                                          

        歳入は、第７款使用料及手数料ほか３款であり、予算現額３７４億３，３９７万余円、収入

   済額３０３億５，３３８万余円、比較減額７０億８，０５８万余円、収入率８１．１％である。 

        歳入の主な内容は、使用料及手数料（収入済額１８５億３，５２０万余円）の自動車運転免
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   許事務等に係る警察手数料である。 

    なお、第１２款諸収入（項：弁償金及報償金、項：雑入）において不納欠損額（６７３万余

円）及び収入未済額（１億７，０３５万余円）が生じている。 

 

      イ  歳 出                                                   （単 位 : 千円、％ ） 

 科  目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

警 察 費   620,828,499   604,722,936       612,567 15,492,995 97.4 

諸 支 出 金           177           176             0 0 99.4 

   計   620,828,676   604,723,113       612,567 15,492,995 97.4 

 

        歳出は、第１５款警察費及び第１８款諸支出金の２款で５項２０目に区分し執行しており、

予算現額６，２０８億２，８６７万余円、支出済額６，０４７億２，３１１万余円、翌年度繰

越額６億１，２５６万余円、不用額１５４億９，２９９万余円、執行率９７．４％である。 

   主な執行内容は 

      ・職員の給与等 

        （項）警察管理費    （目）警察本部費     ４，９００億２，９８５万余円 

      ・警察装備の維持管理等 

        （項）警察管理費    （目）装備費            ８３億１６５万余円 

      ・職員退職手当等 

        （項）退職手当及年金費 （目）退職費           ３５４億３，１５３万余円 

      ・交通安全施設の維持管理等 

        （項）警察活動費    （目）交通安全施設管理費 １２９億８，９２３万余円 

      ・警察施設の維持管理等 

        （項）警察施設費    （目）施設管理費      １０６億３，２２５万余円 

      ・庁舎建設及び用地買収費等 

               （項）警察施設費    （目）建設費        １８６億２，９３４万余円 

      である。 

    翌年度繰越は、交通信号機の新設に係る繰越明許費４億７，１２０万円、警察学校の撤去に

係る事故繰越１億４，１３６万余円である。 
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 ２ 財産の管理状況 

      ア  財 産 

     区   分 平成１４年度末現在高 平成１３年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

     土        地 

     建       物 

     動        産 

     物       権 

     無 体 財 産 権 

     出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

    817,671.00 ｍ２ 

     1,433,731.23 ｍ２  

航空機        7 機 

 地上権   611.65 ｍ２ 

 著作権        1 件 

 3,078,000,000円 

    ３，６３６ 点 

  1,151,199,737円 

812,857.67 ｍ２ 

1,433,698.79 ｍ２ 

航空機        7 機 

 地上権   611.65 ｍ２ 

              1 件 

   3,078,000,000円 

     ３，６０５ 点 

   1,135,017,737円 

 4,813.33 ｍ２ 

     32.44 ｍ２ 

         0 機 

    0 ｍ２ 

         0 件 

         0 円 

        ３１点 

  16,182,000円 

 

      警視庁で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

        ・土地の増加は、北沢警察署敷地（１，０２１．５２ｍ２）等の取得によるもの 

       ・債権の増加は、有家族警備待機住宅借上げ数の増（４６戸）に伴う敷金の増によるもの 

    である。 
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地方労働委員会事務局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

  １  審査の対象 

  （１）一般会計 

 

  ２  実地審査場所 

      地方労働委員会事務局 

 

  ３  審査の手続 

      知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

  財産に関する調書についての審査を行うに当たり、地方労働委員会事務局執行分について決算計

  数及び執行状況の確認・分析を行い、併せて、関係諸帳簿及び証拠書類との照合その他必要と認

  める審査手続を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

      審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

  書及び財産に関する調書のうち、地方労働委員会事務局所管の計数は、それぞれの関係諸帳簿及

  び証拠書類と照合した結果、誤りのないものと認められる。 

 

第３  決 算 の 概 要 

  １  歳入歳出決算の状況 

  （１）一般会計 

    ア 歳 入                           （単 位 : 千円、％ ） 

科  目（款）  予  算  現  額   収  入  済  額  比較増（△）減額 収 入 率 

使 用 料 及 手 数 料           2         0      △  2      0 

諸    収     入           0          0               0       - 

計           2          0           △  1        0 

 

       歳入は、第７款使用料及手数料及び第１２款諸収入の２款であり、予算現額２，０００円、

   収入済額１０円、比較減額１，９９０円である。 
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     イ  歳 出                                                     （単 位 : 千円、％ ） 

 科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

産 業 労 働 費      746,794       691,391            0 55,402      92.6 

 

        歳出は、第８款産業労働費で１項２目に区分し執行しており、予算現額７億４，６７９万余

円、支出済額６億９，１３９万余円、不用額５，５４０万余円、執行率９２．６％である。 

        執行内容は、 

      ・地方労働委員会の運営に要したもの        

                              （項）労働委員会費  （目）委員会費  ２億３，８４４万余円 

   ・事務局の運営に要したもの    

                              （項）労働委員会費   （目）管理費   ４億５，２９５万余円 

      である。 
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収用委員会事務局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

  １  審査の対象 

  （１）一般会計 

 

  ２  実地審査場所 

      収用委員会事務局 

 

  ３  審査の手続 

      知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

  財産に関する調書についての審査を行うに当たり、収用委員会事務局執行分について決算計数及

  び執行状況の確認・分析を行い、併せて、関係諸帳簿及び証拠書類との照合その他必要と認める

  審査手続を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

      審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

  書及び財産に関する調書のうち、収用委員会事務局所管の計数は、それぞれの関係諸帳簿及び証

  拠書類と照合した結果、誤りのないものと認められる。 

 

第３  決 算 の 概 要 

  １  歳入歳出決算の状況 

  （１）一般会計 

    ア 歳 入                           （単位：千円、％） 

科 目（款）   予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額    収 入 率 

使用料及手数料       1,780     442 △      1,337      24.8 

諸 収 入 35,272        60,430 25,158      171.3 

計        37,052        60,872 23,820      164.3 

 

       歳入は、第７款使用料及手数料及び第１２款諸収入の２款であり、予算現額３，７０５万余

円、収入済額６，０８７万余円、比較増額２，３８２万余円、収入率１６４．３％である。 

        歳入の主な内容は、諸収入（収入済額６，０４３万余円）の鑑定評価料の起業者負担金収入

   である。 
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     イ  歳 出                           （単位：千円、％） 

科目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額   執 行 率 

諸 支 出 金 534,079      440,735      0  93,343 82.5 

 

        歳出は、第１８款諸支出金で１項２目に区分し執行しており、予算現額５億３，４０７万余

円、支出済額４億４，０７３万余円、不用額９，３３４万余円、執行率８２．５％である。 

        執行内容は、 

      ・収用委員会の運営に要したもの  

                 （項）収用委員会費 （目）委員会費     ３，９３２万余円 

   ・事務局の管理事務等に要したもの 

                 （項）収用委員会費 （目）管理費     ４億１４１万余円 

      である。 
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議   会   局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

  １  審査の対象 

  （１）一般会計 

  （２）財  産 

 

  ２  実地審査場所 

      議 会 局 

 

  ３  審査の手続 

      知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

  財産に関する調書についての審査を行うに当たり、議会局執行分について決算計数及び執行状況

  の確認・分析を行い、併せて、関係諸帳簿及び証拠書類との照合その他必要と認める審査手続を

  実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

      審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質収支に関する

  調書及び財産に関する調書のうち、議会局所管の計数は、それぞれの関係諸帳簿及び証拠書類と

  照合した結果、誤りのないものと認められる。 

 

第３  決 算 の 概 要 

  １  歳入歳出決算の状況 

  （１）一般会計 

    ア 歳 入                           (単位：千円、％) 

科  目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

使用料及手数料  494  634  140  128.3 

諸 収 入  61  2,307  2,246      － 

計  555  2,942  2,387  530.1 

 

       歳入は、第７款使用料及手数料及び第１２款諸収入の２款であり、予算現額５５万余円、収

   入済額２９４万余円、比較増額２３８万余円、収入率５３０．１％である。 

        歳入の主な内容は、使用料及手数料（収入済額６３万余円）の建物使用料、諸収入（収入済

   額２３０万余円）の雑入である。 
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     イ  歳 出                            (単位：千円、％) 

 科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

議 会 費    6,073,412    5,638,749            0 434,662      92.8 

 

        歳出は、第１款議会費で１項２目に区分し執行しており、予算現額６０億７，３４１万余円、

   支出済額５６億３，８７４万余円、不用額４億３，４６６万余円、執行率９２．８％である。 

        執行内容は、 

      ・議員の報酬、費用弁償及び議会運営に要したもの 

            （項）都議会費  （目）議会運営費     ３４億６，９６３万余円 

      ・議会事務に従事する職員の給料、諸手当及び広報事務、議事事務、管理事務等に要したもの 

              （項）都議会費  （目）事務局費      ２１億６，９１０万余円 

      である。 

 

  ２  財産の管理状況 

      ア 財 産 

    区   分 平成１４年度末現在高 平成１３年度末現在高    増（△）減 

１ 公有財産 

      建     物 

２ 物  品 

        27,633.12 ｍ２ 

              63 点 

       27,633.12 ｍ２ 

              63 点 

              0 ｍ２ 

              0 点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


